
人事制度改革について

株式会社東邦銀行（頭取 佐藤 稔）は、第１７次中期経営計画の重点施策として検討しておりました
「人事制度改革」について、下記の通り実施しますのでお知らせいたします。

記

１．実施日 ２０２２年１０月１日

２．背景・目的
金融ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の進展や規制緩和による異業種の参入など、
地域金融機関を取り巻く環境は急速且つ大きく変化してきている中、地域・お客さまが期待
されるものはより専門的且つ高度化してきています。
このような環境下でも、当行が金融サービスの枠を超えて真に地域社会に貢献する存在になる

ためには、従業員一人ひとりが主体的に考え、行動や挑戦を通して、地域・お客さまが期待する
高度且つ専門的な能力を獲得していくことが、これまで以上に重要になってくると考えています。
今般の「人事制度改革」により、従業員の「主体的・自律的な成長」の促進と、その土台となる

働きがいの醸成や働きやすい環境、成長やキャリア形成を促進する体制の実現に繋げます。

３．人財への投資と分配
大きな社会変化の波のなかにあって、当行が地域社会に対する役割を発揮するためには人財への

投資が重要との考えに基づき、人事制度改革により処遇の向上を図ります。

４．基本方針 ～長期ビジョン・中期経営計画の実現に向けた「新人事制度」における“変革”～

２０２２年９月２６日



５．新人事制度の全体像

６．主な制度内容
（１）キャリア体系

（２）評価体系

（３）報酬体系

以 上

東邦銀行グループでは、『とうほうＳＤＧｓ宣言』を
制定し、グループ全体で地域経済の活性化や社会的
課題の解決に向けた取組みを通して“地域社会に
貢献する会社へ”を目指しています。

【お問い合わせ先】
人事部人事課松田 TEL：024-523-3137

キャリア申告制度

・主体的・自律的にキャリアを考え、希望する職務領域・部署等を申告。
・銀行が従業員一人ひとりの意思・意欲に耳を傾け、最大限活用。
・マネジメント職だけでなく、各部門・分野のスペシャリストとしての
キャリアも可能とする複線型の人事制度を構築。

ライフスタイル選択制度
・転居を伴う異動制限の有無により、コースを区分。
・拠点となる住所地からの通勤が困難な転居者に対する手当として「転居
手当」を新設し、転居者と基本住所地居住者の間の公平性を確保。

シニアサポーター制度
・６５歳以降７０歳まで継続勤務可能な制度を制定。
・従前の職制に応じて処遇を整理し、検印等の権限を付与。

コンピテンシー評価
・銀行として評価・期待する“行動特性”や“思考”を具体的に明示する
ことで評価基準を明確化。（「人間性」や「人柄」「人格」を評価）

給与体系の再構築

・「役割成果給」を導入し、役割や職務の区分に加え、人事考課によりこ
れまで以上に処遇面の変動が発生する仕組みに見直し。
・一人ひとりの頑張りにより報い、モチベーションの向上に寄与する給与
体系を実現。

各種手当の見直し
・単身赴任手当を拡充。（対象者・金額）
・住宅手当対象の要件を拡充。（自己都合による柔軟な住居選択）

処遇向上
・手当新設・拡充に加え、各種給与基準額の引上げも対応。
・ひと月あたりの平均給与で約２.８％の処遇向上。


